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This study aims to grasp urban planning and current states, around new stations built on existing 
railways in metropolitan areas, in terms of land uses. As the result of this study, 1)there are three types 
of orientations of urban planning around new stations, 2)the correspondence of orientations of urban 
planning with restrictions on land uses, around new stations is different on each municipality, 3)Land 
uses around new stations is influenced to restrict on land uses. Therefore, it needs correspondence for 
restrictions on land uses to orientate of urban planning. 
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１． 研究背景と目的 
日本の鉄道は 1872年(明治 5年)の開業以来,人流・物
流両面での利便性と共に全国規模で路線網が整備され
た.その拠点となる鉄道駅(以下「駅」)も,黎明期にはそ
の経済効果を受けた新駅誘致,後には市街化等の周辺
環境の影響を受け,現在までに多数の新駅が設置され
た. 
鉄道は設備投資が大きく運営には一定の輸送需要が
必要とされ,従来大都市圏への人口流入による市街化
等がそれに寄与したが,人口減少社会及び都心回帰傾
向の現在は期待できない.その為駅周辺に止まらない
輸送需要確保の施策が必要となる.一方,近年の新駅は
自治体等の事業費負担による「請願駅」の形態が多く,
自治体は事業費負担に関して住民への責任を負う形と
なり,新駅及び駅周辺の明確な方向性の提示が必要と
なる.その双方の具体的施策の1つが新駅周辺の都市計
画である. 
従来機関委任事務及び団体委任事務であった自治体
の都市計画事務は,1999年(平成 11年)及び 2011年(平成
23 年)の都市計画法改正を経て,現在は都市計画決定を
含む大半が市町村の権限下にある.その為市町村決定
の都市計画に関して住民に負う責任は大きいことにな
る. 
従って,現在新駅誘致を行う市町村では,輸送需要確
保を見込みつつ住民への説明責任を果たす新駅の方向
性の提示が都市計画の観点で必要であり,そこで新駅
の所在市町村に関して現在の都市計画上の新駅周辺の
方向性とその現況を比較・検証し整理する必要性があ
る. 
現在,新駅関係の研究としては前川ら 1),久米 2)をはじ
め主に周辺地域への影響に関するものが多い.一方で
松本ら 3),山田 4)の研究は新駅周辺の都市計画とその現
況を論じているが,研究対象はいずれも地方都市の新
幹線駅である.一方で人口集積,鉄道の利便性,依存度等
の観点でも大都市圏の方が新駅設置の周辺環境は良好
であり,駅周辺の都市整備の観点でも同様と考えられ
る. 
以上の観点より,本研究では大都市圏内に所在する
新駅を対象に,所在市町村による新駅周辺の都市計画
に関して主に土地利用面からその現状を把握し,その
実態を明らかにすることを目的とする. 
なお本研究で「現在」と記す場合, 2015 年(平成 27
年)3月 31日時点を指すものとする. 
 
２． 研究方法 
（１）「大都市圏」「新駅」の定義 
本研究における「大都市圏」は総務省統計局定義 5)
のものを用いる.「都市圏」関係用語の定義は各機関及
び研究主体で異なるが,本研究では土地利用面での検
証,自治体の都市計画の策定根拠等の観点から国定義
による経済活動等の特定分野を除く都市圏を検討する.
該当するのは前述の総務省定義と国土交通省定義 6)で
ある.双方の設定状況を表 1に示す. 
 
表 1 大都市圏及び都市圏の設定状況 
地方
大都市圏
(総務省)
都市圏
(総務省)
都市圏
(国土交通省)
北海道 1 0 8
東北 1 0 13
関東 1 1 8
中部 2 0 17
近畿 1 0 8
中国 2 0 11
四国 0 1 6
九州 1 2 15
計 10 4 85  
 
双方で都市圏設定数が大きく異なるのは,中心都市
の設定基準の違いに因る.即ち,総務省定義では特別区,
政令指定都市(以上大都市圏),大都市圏外の人口 50 万
人以上の市(都市圏)に対し国土交通省定義は人口 10万
人以上であり,後者は地方都市を中心とする中小規模
都市圏が設定される.これは人口が集積した大規模都
市圏の新駅を研究趣旨とする本研究に反する為,本研
究では総務省定義のものを採用する. 
大都市圏は 2010年(平成 22年)国勢調査で 10地域が
指定されたが,そのうち新潟,静岡・浜松,岡山の各地域
は所謂「平成の大合併」により設定されたもので,従来
既存大都市圏に準ずる地域拠点であったとされ,また
人口集積等も比較的小さいことから,本研究では既存
大都市圏の札幌,仙台,関東,中京,近畿,広島,北九州・福岡
の各地域を対象とし,以下「7大都市圏」と表記する. 
「新駅」は既設路線に新設された駅を指す.既存研究
等では新規路線と同時開業した駅も含む場合があるが,
事業計画や一般的な用法で使用されるのは前述の語義
であり,本研究でも同様に使用する. 
（２）新駅の集計 
本研究では 1980年(昭和 55年)4月 1日から現在まで
に設置された新駅を集計する.根拠としては従来新規
路線整備を継続した日本国有鉄道(国鉄)が,同年の日本
国有鉄道再建促進特別措置法(国鉄再建法)により新規
路線整備を凍結し,それ以降広域輸送及び貨物輸送か
ら地域輸送に比重を置き,私鉄を含めた新駅設置の環
境整備の契機の 1つと考えられることに因る. 
資料としては,1980 年(昭和 55 年)時点は『民鉄要覧』
7)(国鉄路線を除く)及び『交通公社の時刻表』8) (国鉄路
線)を,現在分は『鉄道要覧』9)をそれぞれ使用し,各書路
線図の比較により集計を行う.また同時期の新規路線
も各書の各年度,各月号より確認し,上記定義の下に新
規路線上の新駅も集計する.以上の要領に関しては詳
細を図 1に示す. 
 
図 1 新駅集計の基本要領 
 
なお例外として,既存事業者の一部路線の経営移管
時に設置された新駅は含めない.これは同事例が不採
算路線の分離が目的の場合が多く(国鉄の特定地方交
通線等),新規事業者が採算性向上施策の 1 つに新駅設
置を行っており,自治体より事業者の責任が大きいと
考えられる為である. これは『鉄道要覧』における「運
輸開始実施年月日」を整備時期と見なし, 上記集計方
法で除外可能である.また,国鉄時代「仮乗降場」注 1)で
あった駅は『交通公社の時刻表』に記載が無く上記集
計結果に含まれてしまうが,設置経緯より駅周辺の市
街化が見込めない等の要因から除外する必要があり,
『北海道時刻表』10)の参照により除外している.上記方
法による集計結果のうち, 7 大都市圏内に所在する新
駅を分類する. 
以上の過程により確認した 7 大都市圏内の新駅は
274駅となる.詳細を表 2に示す. 
 
表 2 新駅の大都市圏別分類 
大都市圏 新駅駅数
札幌 18
仙台 16
関東 66
中京 26
近畿 58
広島 21
北九州・福岡 69
計 274  
 
上記新駅に関して所在市町村の都市計画 MP を確認
し,都市計画上の方向性を把握した.詳細は次章に記す. 
（３）対象地域の選定と検証内容 
前章の通り,自治体の都市計画事務は 2回の都市計画
法改正を経て大半の権限が市町村に移った.従って,2
回目の改正法が施行された 2012 年(平成 24 年)以降の
都市計画決定は住民への責任性が増大している.即ち
同年以降に策定の都市計画マスタープラン(以下「都市
計画 MP」)はより明確な責任性が示され,本研究におい
て最も検証効果があるものと考えられる.その為,同年
以降に都市計画 MP を策定した市町村内の新駅に関し
て対象地域の選定を行う. 
前節の新駅集計結果を所在市町村の都市計画 MP 策
定・最終改訂年度別に分類する.この結果を表 3に示す. 
表 3 新駅の都市計画MP策定・改訂年度別分類 
-1998 99 2000 01 02 03 04 05 06 07
札幌 0 0 0 0 0 13 0 0 0 0
仙台 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
関東 1 1 1 1 3 2 3 0 2 5
中京 0 0 0 0 0 0 0 1 1 6
近畿 0 0 0 0 1 0 0 2 7 1
広島 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0
北九州・福岡 1 1 0 0 0 9 1 2 5 1
計 2 2 1 1 5 24 4 5 15 13
大都市圏
策定・最終改訂年度
 
2008 09 10 11 12 13 14 未策定
札幌 0 0 2 2 0 1 0 0 18
仙台 2 0 2 8 1 1 0 2 16
関東 5 4 10 5 9 2 7 5 66
中京 3 5 3 7 0 0 0 0 26
近畿 1 1 9 20 5 1 4 6 58
広島 0 0 7 2 0 8 0 3 21
北九州・福岡 1 3 5 4 3 3 11 19 69
計 12 13 38 48 18 16 22 35 274
計
策定・最終改訂年度
大都市圏
 
 
表 3 より中京を除く各地域で 2012 年度以降(背景赤
色)に都市計画 MPを策定・改訂した市町村を確認でき,
そのうち 2013 年度は各地域間の不均衡が少なく,各地
域の状況を幅広く把握できると考えられる.そこで,本
研究では同年度に都市計画 MP を策定・改訂した市町
村内の新駅を対象とする.その対象各駅を表 4に示す. 
 
表 4 選定対象の各駅の概要 
大都市圏 駅名 事業者名 路線名 所在地
札幌 高砂 北海道旅客鉄道 函館本線 北海道江別市
仙台 国府多賀城 東北本線 宮城県多賀城市
北鴻巣 高崎線 埼玉県鴻巣市
航空公園 西武鉄道 新宿線 埼玉県所沢市
近畿 猪名寺 福知山線 兵庫県尼崎市
中野東 広島県広島市安芸区
天神川 広島県広島市南区
新白島
西日本旅客鉄道
広島高速交通
山陽本線
広島新交通1号線
広島県広島市中区
新井口 山陽本線 広島県広島市西区
大町 可部線 広島県広島市安佐南区
佐伯区役所前 宮島線 広島県広島市佐伯区
南区役所前 皆実線 広島県広島市南区
新入 九州旅客鉄道 筑豊本線
南直方御殿口
藤棚
北九州
福岡
福岡県直方市
平成筑豊鉄道 伊田線
東日本旅客鉄道
関東
西日本旅客鉄道
広島
山陽本線
西日本旅客鉄道
広島電鉄
 
 
表 4 のうち,佐伯区役所前駅,南区役所前駅は軌道路
線網,即ち路面電車の一部の扱いを受けている.路面電
車は主に都市内交通を担い,その性質上各駅の駅勢圏
が小さく,周辺地域への波及効果,都市計画上の位置付
けも限定的となると考えられる.従って上記2駅を除く
13駅を最終的に対象地域として選定する. 
上記 13 駅に関して都市計画上の方向性と現在の土
地利用状況を調査・比較する.都市計画上の方向性は,
市町村・住民双方の都市計画上の基本資料の観点から
都市計画 MP を使用し,その基本方針,土地利用方針及
び地域別方針から新駅周辺の方向性を把握する.しか
し,都市計画MP自体は単独で土地利用規制等の実効性
を有さず,用途地域をはじめとする土地利用制限施策
が必要となり,方向性と実効性双方の確認が必要とな
る.本研究では土地利用面で用途地域を,都市整備面で
土地区画整理事業,市街地再開発事業(共に駅設置の 10
年前以降のもの.以下,総称して「周辺整備事業」)を実
効性の裏付けに使用する.これらを都市計画図,『区画整
理年報』11),市役所からの資料提供,ヒアリングにより調
査し,都市計画 MP上の方向性と実効性を検証する. 
現在の土地利用状況に関しては,資料に『ゼンリン住
宅地図』の電子データ 12)より作製した地図を使用し,
土地利用分類を定義して各分類を行う.その分類結果
を都市計画MPの内容,用途地域及び周辺整備事業と比
較し進捗状況を把握する.その土地利用分類の定義を
表 5に示す. 
 
表 5 本研究における土地利用分類の定義 
定義 備考
戸建住宅 戸別名・番地表記があるもの
医療施設と戸別名の併
記を除く
集合住宅
集合住宅名表記(コーポ,ハイツ,荘等)があ
るもの
集団住宅名と戸別名の
併記を含む
店舗併用住宅 企業名,店舗名と戸別名が併記されたもの
企業名・店舗名表記があるもの
企業名と工場名,物流企
業名と営業所名の併記を
除く
官公庁施設,教育施設,博物館,宗教施設,医
療施設,保育施設,福祉施設,供給施設,処理
施設等
企業名と工場名(製作所,事業所等)が併記
されたもの
物流企業名と営業所名が併記されたもの
公園緑地,運動施設,墓地等
駐車場表記があるもの
荒地の地図記号表記があるもの
他の土地利用に属する
施設の駐車場,敷地境界
表記が無い荒地を除く
田,畑,桑畑,果樹園,茶畑,その他樹木畑の各
地図記号表記があるもの
他の土地利用に属する
敷地内の農地を除く
針葉樹林,広葉樹林,竹林,笹地,芝地,湿地の
各地図記号表記があるもの
他の土地利用に属する
敷地内,敷地境界表記が
無い山林を除く
低未利用地・その他
農地
山林
土地利用分類
住
宅
系
商業・業務系
公共・文教・厚生系
工業系
公園・緑地等
 
 
なお,本研究では既存研究の事例,駅間距離による各
駅の影響範囲の重複等の要因を考慮し,駅の半径 400m
圏内を調査範囲としている. 
 
３． 大都市圏内の新駅と都市計画 
前章で集計した 7 大都市圏内の新駅 274 駅のうち,
所在市町村が都市計画MP策定済の 239駅(131市区町)
に関して都市計画MPを調査し,新駅周辺の都市計画上
の方向性を把握した.その結果方向性を3種類程度に分
類することができた.以下にその内容と傾向を記す. 
（１）「中心・副次拠点型」 
主に市区町全域における中心機能や広域連絡機能,
それらを補完する副次機能を有する地域.鉄道跡地再
開発等の大規模都市整備,大都市圏内遠方の従来駅数
が少なかった市町,複数主要路線の接続による交通結
節点化の事例がある. 
（２）「地域拠点型」 
各市区町で形態は異なるが,主に市区町の一部地域
を対象とした生活機能を集積する地域.最も一般に見
られる事例である.政令指定都市では主に行政区かそ
れに準ずる地域における中心地域が,その他中心市近
傍の従来駅数が多い市町では上記拠点等の要素を有さ
ない地域が指定されている. 
（３）「周辺地域準拠型」 
上記拠点指定を行わず,周辺地域の都市計画上の方
向性に従って都市整備を行う地域.大都市圏遠方で特
に「平成の大合併」を経た市町,政令指定都市内で上記
拠点の指定を受けなかった地域に見られる. 
 
４． 対象地域の都市計画と現況 
研究対象の新駅 13 駅に関して,第 2 章に記した方法
に従い都市計画 MP,用途地域,周辺整備事業及び土地
利用状況を調査した結果,特に都市計画MP上の方向性
と用途地域に関して特徴的な傾向が見られた.本稿で
はそのうち航空公園駅(埼玉県所沢市),新入駅(福岡県
直方市)の事例を代表して示す. 
（１）航空公園駅 
航空公園駅は埼玉県所沢市の西武鉄道新宿線所沢
駅・新所沢駅間に所在し,1987年(昭和 62年)5月 28日
に開業した.所沢市の中心市街地の北方に位置し,所沢
航空記念公園や所沢市役所等の各種公共施設の最寄駅
の機能を有する. 
a）都市計画 MP上の方向性 
所沢市の都市計画 MP13)では同駅周辺は「やすらぎ
とうるおいのある街」「地域生活拠点」「広域学習・
文化拠点」として,主に駅東側では近隣住民を対象とし
た商業地域と行政・文化サービスの拠点地域の形成を,
駅西側では居住環境に配慮した駅前整備を図るとされ
る.  
b）用途地域・周辺整備事業(図 2左) 
用途地域を確認すると,駅東側の駅前通り北側は近
隣商業地域,その外側は第二種住居地域である.これに
関して,用途制限の小さい前者に主に商業機能を,後者 
には他用途の立地を進めて各種用途の混在を防ぎ,
上記拠点機能の両立の意図が考えられる.駅西側は第
一種中高層住居専用地域を中心に居住環境を優先した
地域指定と読み取れる.なお,周辺整備事業の指定は無
かった. 
c）土地利用状況(図 2右) 
土地利用状況を確認すると,駅東側の近隣商業地域
には商業施設等が集中し,第二種住居地域には所沢市
役所、防衛医科大学校等の施設が立地している.これは
前述の各種機能の分離を図った用途地域指定が有効に
機能したと見られる.駅西側も大きな用途混在も無く
住宅立地が中心であり,居住環境中心の土地利用とな
っている. 
 
 
図 2 航空公園駅周辺の用途地域・周辺整備事業(左)及び土地利用状況(右) 
 
（２）新入駅 
新入駅は福岡県直方市の九州旅客鉄道(JR 九州)筑豊
本線筑前植木駅・直方駅間に所在し,1989年(平成元年)3
月 11 日に開業した.直方市の西部に位置し,中心市街地
から離れた地域である. 
a）都市計画 MP上の方向性 
直方市の都市計画 MP14)では同駅周辺は「住工共存地
区」注 2)「田園集落ゾーン」とされ,主に駅東側では居住
環境と工業環境の調和と中心拠点(中心市街地)活性化の
為に大規模商業施設の立地を避けた土地利用を行い,駅
西側では居住環境と農業環境双方を考慮した土地利用
を行うとされる. 
b）用途地域・周辺整備事業(図 3左) 
用途地域を確認すると,駅東側は準工業地域を中心と
している.同地域は用途制限が小さく各種用途の立地を
許容する為,都市計画 MP とは反対に上記施設の立地制
限の観点では実効性の低い地域指定と見られる.駅西側
は用途地域指定が無いが,直方市が容積率 200%・建ぺい
率 70%の建築制限を設定し,大規模都市開発を抑制して
いる. 
c）土地利用状況(図 3右) 
土地利用状況を確認すると駅東側の準工業地域では,
並行道路沿道で商業施設の立地が多い.これは都市計画
MP上の方向性とは相反する結果であり,また今後も上記
施設の立地の可能性は否定できない.駅西側に関しては
農地利用が残りつつ基盤の整った居住環境の整備が為
され,上記建築制限の一定の効果と見られる. 
 
 
図 3 新入駅周辺の用途地域・周辺整備事業(左)及び土地利用状況(右) 
 
（３）考察 
研究対象の新駅 13 駅の都市計画と土地利用状況の結
果を踏まえた考察の要点を以下に記す. 
a）新駅周辺の都市計画 MP上の方向性とその実効性 
第 2章の通り,都市計画MPの内容自体は土地利用制限
等の実効性を伴わない為,実際の運用では用途地域等の
土地利用制限施策の同時運用が必要となる.これは新駅
周辺でも同様であり,上記 13駅の多くも都市計画 MP の
内容に沿った用途地域が指定され,都市計画上の方向性
と実際の土地利用の関係を明確にしており,中には前述
の航空公園駅のように用途制限の異なる地域指定で各
種機能の分立を図った事例も存在する.しかし前述の新
入駅のように,都市計画 MP 上の方向性と実際の土地利
用制限の整合性が無い事例も存在し,都市計画上の方向
性と実際の運用の整合に関しては各地域で対応が分か
れていると見られる. 
b）新駅周辺の都市計画上の方向性と土地利用の現況 
都市計画 MP 上の方向性と用途地域,周辺整備事業を
把握の上で土地利用状況を確認すると,基本的に用途地
域指定と土地利用状況の関係性を示す結果が多く見ら
れた.前述の航空公園駅は各用途地域に各種機能が分立
し,都市計画 MP 上の方向性に則した土地利用を果たし
た一方,新入駅では都市計画 MP とは反対に商業施設の
集積が進む結果となっている.いずれの結果にしても,都
市計画 MP 上の方向性と実際の土地利用の関係性を示
したものと考えられる. 
 
５． 結論 
以上を踏まえて本研究の結論を以下に記す. 
（１）新駅周辺の都市計画上の方向性の傾向 
新駅所在市町村のうち 131市区町の都市計画MPを調
査し ,新駅の都市計画上の方向性を確認した結果,「中
心・副次拠点型」「地域拠点型」「周辺地域準拠型」の
3 種類程度に分類すると共に,研究対象 13 駅をこれに従
い分類した.これによると新井口駅が中心・副次拠点型に,
高砂駅,北鴻巣駅,航空公園駅,大町駅が地域拠点型に,他 8
駅が周辺地域準拠型に該当する. 
（２）市町村による新駅周辺の都市計画運用の整合性 
都市計画MP自体は単独で土地利用制限等の実効性を
有さない為,実際の運用にはその内容に則した土地利用
制限施策(用途地域等)の同時運用が必要となる.これは
新駅周辺でも同様であり,都市計画 MP 上の方向性に則
した土地利用制限を行うのが一般的である.前章の事例
の他,本研究における例として居住環境整備が挙げられ
る.一部地域を含め中高層以下の住宅主体の居住環境優
先の整備方針を示したのは上記 13駅中 9駅であり,当該
地域はいずれも第一種低層住居専用地域をはじめ他用
途制限が大きい各住宅系用途地域に指定され,他用途利
用の規制を図っている(図 4左). 
一方で都市計画MP上の方向性と土地利用制限が異な
る事例も存在する.本研究での例としては商業・業務機能
関係が挙げられる.前節の中心・副次拠点型及び地域拠点
型の 5駅はいずれも一定の商業・業務機能の集積が示さ
れているが,前章の航空公園駅と北鴻巣駅,新井口駅は駅
を中心に商業系用途地域が指定された一方(図 5左),高砂
駅,大町駅注 3)は駅を中心に商業系用途地域が指定されな
かった(図 5左).また前章の新入駅は大規模商業施設等の
立地を防ぐとしながら現状では他用途規制が小さく上
記施設の立地を許容する地域指定である. 
上記の通り,各地域で都市計画上の方向性と土地利用
制限の対応状況が異なることが明らかとなった. 
（３）新駅周辺の都市計画上の方向性と土地利用状況
の関係 
前述の新駅周辺の都市計画上の方向性を把握の上で
現在の土地利用状況と比較すると,駅周辺の土地利用が
用途地域の影響が考えられる結果となった.前節の事例
を記すと,居住環境整備方針を示し住宅系用途地域に指
定された 9 駅の該当地域では,他用途利用が少なく住宅
立地が主体となっており(図 4右),中心・副次拠点型及び
地域拠点型の各駅のうち北鴻巣駅,航空公園駅,新井口駅
では商業系用途地域を中心に商業・業務機能の集積が進
んでいる(図 4 右).一方で同様に地域拠点型の高砂駅,大
町駅では幹線道路沿道への上記機能の立地が進み駅周
辺への機能集積が進まず(図 5右),また新入駅では駅周辺
の用途規制が小さい結果商業施設の立地が進む結果と
なっている. 
以上の通り,駅周辺の土地利用が土地利用制限の影響
を受ける結果となり,都市計画上の方向性に則した土地
利用制限施策の必要性を示していると考えられる. 
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付録 
注 1)国鉄路線の駅の設置形態の 1 つ.正規の駅が設置可
能な輸送需要を有さない地域の利便性向上の為に 
 
図 4 北鴻巣駅周辺の用途地域・周辺整備事業(左)及び土地利用状況(右) 
 
図 5 大町駅周辺の用途地域・周辺整備事業(左)及び土地利用状況(右) 
 
設置されたもので,主に人口密度の低い北海道に多
数設置された.1987年(昭和 62年)の国鉄分割民営化
時に正規の駅に昇格している. 
注 2)都市計画MPの基本方針では「市街地ゾーン」に属
し居住環境整備を主体としているが,土地利用方針
では上記「住工共存地区」に属する.本研究では都市
計画MPの他の記載内容を基に後者に区分した. 
注 3)大町駅本屋は第一種住居地域及び近隣商業地域に
属するが,後者は駅北側の幹線道路の一定距離帯が
指定され,駅中心の地域指定でない為こちらに含む. 
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